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格差問題とマクロ経済について
─日本・諸外国のデータを見ながら─
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〔要　　　旨〕

2011年の「ウォールストリートを占拠せよ」運動や、13年に発売されたトマ・ピケティの『21

世紀の資本』以来、格差や格差是正についての関心が高まっている。最近は、岸田政権や米

国のバイデン政権など、格差是正に向けた動きの進展がうかがえる。こうした動きはそれぞ

れが単発的で独立したものではなく、その背景には先進国において格差が拡大してきたとい

う現実がある。

格差が拡大すると社会的にどのような問題があるのか、格差がマクロ経済にどのような影

響を及ぼすのか、経済学は格差をどのように捉えているかなど、格差についての論点は非常

に多い。こうしたなか、本稿では最近の研究やデータを見つつ論点を整理し、共有したい。

特に日本についていえば、格差問題は貧困問題としての性格が強い。先進国間で比較すれ

ば日本は格差が大きい国といわざるを得ないが、日本特有の事情によって格差是正も難しい

と考えられる。
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に開かれたカンファレンスにて、経済学者

や哲学者が先進国における格差是正につい

て議論した内容を書籍化したブランシャー

ル・ロドリック編（2022）の第３章におけ

るダニエル・アレンハーバード大学教授の

見解を非常に簡潔にまとめると以下のよう

になる。すなわち、①政治的平等が人類の

繁栄に果たす役割が大きく、②政治（民主

制）が公正に機能するには、市民間での社

会的、経済的な平等が必要不可欠であり、

③そうした平等を損なう恐れのある格差拡

大は、人類繁栄の土台を脅かす、という意

味で問題であるとされている。

例えば、機会の平等を重視する見解とし

ては、経済的な格差が機会の平等を妨害す

ることによって、選挙や大学入試などのプ

ロセスの公平性を損なう可能性があるとし

て格差は問題視される（ブランシャール・ロ

ドリック編（2022）第５章）。

民主主義との関係からは、資産の集中が

批判的に論じられることが多い。16年のト

ランプ前大統領や、20年の大統領民主党予

備選挙のブルームバーグ氏など、裕福な候

補者ほど私費を使って選挙結果に影響を及

ぼしうることが指摘される。また、テスラ

共同創設者のマスク氏による「言論の自由

を拡大するため」にツイッター社を買収す

る計画（後に撤回）や、ウクライナ侵攻で注

目を集めたオリガルヒと呼ばれる政治的影

響力を持ったロシアの富豪などからも、資

産の集中と民主主義の親和性の低さがうか

がえる。

上述の「人類の繁栄」にとって果たす役

はじめに

2011年の「ウォールストリートを占拠せ

よ」運動や、13年に発売されたトマ・ピケ

ティの『21世紀の資本』以来、格差や格差

是正についての関心が高まっている。最近、

日本では岸田首相が推進する「新しい資本

主義」の一環として、人への投資の強化や

金融所得課税の強化、「出世払い奨学金」の

導入の可能性が示され、米国では、バイデ

ン大統領が予算教書に富裕層のキャピタル

ゲイン増税方針を盛り込むなど、格差是正

に向けた政府の動きが強まっている。

格差問題は、貿易や気候変動、人口移動、

ジェンダー、人種、教育、労働市場、セー

フティネットなど多種多様な切り口から論

じられており、特に経済学者の間では格差

是正の必要性についての合意が得られつつ

ある印象を受ける。

そこで本稿では、まず格差が問題となる

理由を紹介し、先進国で格差が拡大してい

る現状についてデータを見つつ確認する。

その後、マクロ経済学における格差研究の

進展、格差の拡大がもたらすマクロ経済へ

の影響を解説する。最後に、日本が格差の

大きい国であることや、日本特有の事情と

年金問題について検討する。

１　格差が問題となる理由

そもそもなぜ格差が問題となるのか、哲

学的な視点から紹介したい。19年10月半ば
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と、一般的に格差社会と認識される米国で

は、上位１％のシェアは上昇が続き、21年

は約19％であった。一方で、米国の下位

50％のシェアはほぼ一貫して低下し、足元

では約14％にすぎない。また、日本ではこ

の20年ほど上位１％、下位50％ともシェア

はあまり変わらず安定的である。加えて、

再分配政策が強いことで知られるスウェー

デンでも同様に下位50％のシェアが低下傾

向であるものの、日米、欧州４か国（ドイ

ツ、フランス、スペイン、イタリア）平均よ

りは高いこともうかがえる。

次に、所得下位50％の課税前実質所得が

どの程度増加してきたかを確認する。第３

割が大きい技術進歩についても、巨大テク

ノロジー企業が他企業の技術革新を阻害し、

結果的に経済全体としての生産性上昇が鈍

化した可能性が指摘される（Aghion et al. 

（2019））。こうした問題は、行き過ぎた資本

主義とそれに対する規制という問題に帰着

する。例えば、米連邦取引委員会が21年８

月に独占禁止法に基づきフェイスブックを

再提訴した件は、こうした文脈で理解する

ことができる。

２　先進国での格差拡大と
　　その理由　　　　　　

先進国の所得についてのデータを確認す

るとともに、格差が拡大しつつあると考え

られる現状を俯
ふ

瞰
かん

したい。まず、先進国

での格差についての包括的な研究である

Chancel（2019）に倣い、所得格差を検討す

る際によく利用される所得上位１％と下位

50％がそれぞれ総所得に占める割合（以下

「シェア」という）の推移を確認しよう。両者

の課税前シェアの推移（第１、２図）を見る
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第1図　上位1％の所得が占める割合（課税前）の推移

資料 World Inequality Database 
（注）1　欧州は、ドイツ、フランス、スペイン、イタリアの単純平均値。

2　ここでの所得は、主に労働所得と金融所得の合計。
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第2図　下位50％の所得が占める割合（課税前）の推移

資料、（注）ともに第1図に同じ
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第3図　下位50％の課税前実質所得の推移

資料　第1図に同じ 
（注） 第1図（注）1に同じ。
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合いは上昇傾向となっている
（注1）
（第５図）。

このように、所得上位層が一段と高所得

化したことや低所得者の所得増加ペースが

遅いこと、再分配政策の効果が限定的であ

ることなどに加えて、一般的には80年代以

降、所得上位層の資産増加や所得税率の低

下、失業率の慢性的な上昇などによって、

一部の例外はあるものの、米国を中心に先

進国では格差が拡大してきたといえる。
（注１） ジニ係数を使用すると、「所得上位の人ほど

１円の価値が高い」という、不自然な重みづけ
をしていることになる。このため、ジニ係数の
過度の利用には否定的な見解もある（アトキン
ソン（2015））。

３　マクロ経済学のなかでの
　　格差　　　　　　　　　

このような格差拡大を経済学は無視して

いるわけではなく、むしろ格差に関する研

究が急速に進んでいるといえる。経済学で

は格差を経済主体の異質性、あるいはその

拡大として捉えることが一般的である。例

図を見ると、米国の状況が悪く、40年間の

平均成長率は1.11％にすぎない。日本は同

1.56％、スウェーデンは同3.30％となってい

る。また、欧州の４か国はかなりばらつきが

大きく、スペイン（同2.35％）、フランス（同

1.71％）ドイツ（同0.37％）、イタリア（同

△0.67％）となっている。

日米の所得格差について、課税と再分配

による是正の度合いを確認してみよう。ま

ず、米国の上位１％と下位50％の所得の比

率を見ると、課税前所得の比率は1980年の

26倍から2021年は70倍へと上昇しており、

所得格差が拡大している。一方の課税後所

得の比率も緩やかながら上昇しており、所

得格差を是正するという意味では、累進課

税の効果が薄いことがうかがえる（第４図）。

日本については、令和２年版厚生労働白

書から再分配前後の所得ジニ係数を見ると、

再分配前の当初所得ジニ係数は14年まで上

昇、再分配所得ジニ係数は期間を通じてお

おむね変化がない状態が確認できる。この

ため、ジニ係数で測った所得格差の改善度
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第4図　米国における所得比率の推移

資料 第1図に同じ 
（注）1　平均値で比較。

2　第1図（注）2に同じ。
3　「課税後」は「課税後の可処分所得の平均値」と「一
人当たりの公的支出」の合計。
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第5図　日本における所得再分配によるジニ係数
改善の推移

資料　厚生労働省「令和2年版厚生労働白書」
原資料　厚生労働省「所得再分配調査」
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描写した経済モデルが運用できるようにな

ったことで、マクロ経済学の研究領域が拡

大、深化したといえるだろう
（注3）
。

（注２） 筆者は大学院で理論マクロ経済学を偶然専
攻していたこともあり、こうした一連のモデル
の要点とプログラミングに触れる機会こそあっ
たものの、資産量や家計が直面する状態の分布
とその動学などの計算量が極めて多く、分析よ
りも手法上の難解さが印象深かった。

（注３） なお、格差の研究が進む経済学にとっては
不名誉なことではあるが、他の学問分野と比べ
て経済学はマイノリティや女性の研究者が少な
いことが知られている（Schultz and Stansbury
（2022））。

４　格差がマクロ経済へ及ぼす
　　影響　　　　　　　　　　

次に格差の拡大がマクロ経済にもたらす

影響や可能性の一端を紹介したい。カンザ

スシティ連銀が毎年開催する経済政策シン

ポジウム、いわゆるジャクソンホール会議に

てアミール・サフィシカゴ大学経営大学院

教授は21年、ベビー・ブーマーの高齢化よ

りも、所得格差拡大の方が中立金利の低下

を説明するうえで大切であることを主張し

た（Mian, Straub, and Sufi（2021））。中立金

利の低下については、高齢化の進展や長寿

化の影響で家計部門の貯蓄率が上昇し、米

国債などの安全資産に対する需要が増加し

たことが主因と一般的には説明されること

が多い。一方で、サフィは80年以降に所得

格差が拡大し、高所得者の所得が一層増加

したことで、彼らの貯蓄率が年齢に関係な

く３～3.5ポイント上昇したことを米国の

マイクロデータを用いて確認し、中立金利

えば、コロナ禍とその後の回復局面では、

事業の存続と雇用状態、子どもの有無、資

産の多寡、消費と貯蓄の動向など、国民一

人ひとりの状態（＝異質性）を把握すること

が、有効な経済対策を考えるうえで不可欠

であるとの認識が広がった。当然ながら平

時でも、こうした異質性を把握したうえで、

社会保障制度や金融政策、財政政策などを

考えることが望ましい。

マクロ経済学は集計量を対象とする側面

が強い学問であるため、一般的には経済主

体の異質性を捨象する傾向が強かったとい

える。一方で、初期の研究として例えば

Huggett（1993）やAiyagari（1994）では、

収入や雇用・失業の状態が家計ごとに異な

り、そうしたリスクに対する保険が存在し

ない状態が研究され、Krusell and Smith

（1998）などではこのような異質性が組み

込まれたモデルを、近似値を用いながら解

く方法が研究された
（注2）
。

こうした研究を嚆
こう

矢
し

として、特に家計部

門の異質性を組み込んだマクロ経済モデル

は、HANK（Heterogeneous Agent New 

Keynesian）モデルと総称され、中央銀行で

のマクロ経済分析にも用いられ始めている

（廣瀬（2020））。日本銀行からもHANKモデ

ルの潮流や特徴の解説、金融・財政政策に

対する示唆などをまとめた論文が公開され

ている（岩崎ほか（2021））。また、欧州中央

銀行での講義資料からは、HANKをより簡

単に扱う手法についての進展も確認できる

（Bilbiie（2021））。実体としては、コンピュ

ーターの能力が向上し、現実をより詳細に

農林中金総合研究所 
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５　日本における格差

日本における格差問題について、先進国

間での比較と世代内格差、年金問題の３点

を検討したい。

（1）　先進国グループ内では、日本の格差

は大きい

経済協力開発機構（OECD）加盟国のう

ちデータが取れる36か国について、可処分

所得のジニ係数を比較すると（第８図）、日

本は格差が大きい方から11番目に該当する。

また、同様に相対的貧困率
（注5）
を比較すると高

い方から８番目に該当する（第９図）。こう

したデータからは、日本が先進国内では格

差対策を軽視している国であることが分か

る。格差が話題となる場合、格差が大きい

国として米国がよく登場するが、実際には

米国を否定的に評価している場合ではない

だろう。
（注５） 相対的貧困率とは、等価可処分所得が貧困

低下の主因となっていると指摘した。

欧州中央銀行から22年に公表され

た論文では、労働者間での技術格差拡

大が、フィリップス曲線（経済の供給

サイドの関係性）や、ベヴァリッジ曲

線（労働市場の効率性）に及ぼす影響が

研究されている（Abbritti and Consolo

（2022））。労働者間で技術格差が拡大す

ると、労使間のマッチングが非効率に

なり、所与の欠員率に対して、失業率

が高止まりする（ベヴァリッジ曲線が右

にシフトする）ことがシミュレーションさ

れている（第６図）。また、賃金と失業率の

関係が特定の技術レベルの労働者ごとに決

まるようになるため、経済全体でのそうし

た関係を表すフィリップス曲線はフラット

化する可能性が示されている（第７図）。こ

うした指摘は昨今の米国や欧州のマクロ経

済の特徴と合致しているといえる
（注4）
。

（注４） 論文では、足元の欧州の状況に合うように
モデルが考察されている。

0

欠員率

失業率

第6図　ベヴァリッジ曲線のシフト

資料 Abbritti and Consolo（2022）をもとに作成

正 負

高

低

期待インフレ率一定の下

第7図　フィリップス曲線のフラット化

資料　第6図に同じ

インフレ率

GDPギャップなど
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対的に低くなったことなどを指摘している。

また、世代内格差が縮小しない理由とし

ては、①所得再分配制度の中心が低所得家

計への補助金ではなく社会保障となってい

るため、高齢者以外に対しての再分配機能

が弱いこと（第１表）、②生活保護が受給中

の自助努力をするインセンティブを低下さ

せる制度設計となっている
（注6）
こと、③職業訓

練や学びなおしを支援する公的な制度が弱

いこと、などを挙げている。

線を下回っている人の割合。貧困線は、全人口
の家計所得中央値の半分と計算される。

（2）　世代内格差

こうした、比較的大きな所得格差や、高

い貧困率などは、世代内格差の問題と捉え

られる。日本で世代内格差が拡大した理由

としては、例えば岩田（2021）は、①90年

代以降低賃金・非正規労働者が増加し正社

員との賃金格差が拡大したこと、②累進課

税が弱められ、高所得者に対する税率が相

0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0

第8図　可処分所得ジニ係数の国際比較（2018～2020年）
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第9図　貧困率の国際比較（2018～2020年）
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代を一括に扱い、債券に50％投資する現行の年
金運用のポートフォリオ自体がそもそも若年層
や現役世代に資する設計になっていない印象を
受ける。これは、年齢が若く投資期間が長いほ
ど、株を中心に長期間運用することでリスク・
リターン双方とも改善する可能性が高い（コー
ニッシュ（2022））ためである。

６　日本の格差についての議論
　　とその後　　　　　　　　

日本の格差問題については、有名な「橘

木・大竹論争」と呼ばれる議論が1998年か

ら2006年にかけて行われた。その結果、所

得ジニ係数の上昇は、高齢化と単身世帯の

増加に起因するため、所得格差が拡大した

とは断定できないとの結論に落ち着いた。

この論争を背景に、06年時点では政府も

どちらかといえば、「格差拡大は見かけ上

のもの」という見解を示している（内閣府

（2006））。

一方で、その後に橘木が貧困問題を強調

したことや、06年のOECD対日経済審査報

告書での「相対的貧困の比率についても、

日本はOECDの中で最も高い国のひとつと

なっている」との指摘などから、日本の格

差問題は貧困問題としての側面が強くなっ

たといえる。

第10図を見ると、06年以降の日本の相対

的貧困率については、「子どもがいる現役世

帯（大人が一人）」では低下基調となったが、

「子どもがいる現役世帯」や「子ども」の相

対的貧困率は低下しておらず、貧困対策の

効果は弱かったというのが実情である。こ

のような特に子どもがいる家庭での貧困問

（注６） 生活保護受給中の収入は生活保護費の減額
で調整されるため、手取りの増加分は一月当た
り最大26,700円の勤労控除（基礎控除＋新規就労
控除）だけとなる（厚生労働省（2021））。この
ため、仮に月5万円の収入があった場合、「体感」
としての所得税は46.6％と高い。労働を促す制度
設計とはいえないだろう。

（3）　年金問題

昨今では、賦課方式の年金制度が世代間

格差を強めるとして否定的に評価されるこ

とが多い。例えば小黒（2019）では、積立

金の不足分が19年時点で1,110兆円と推計

されており、当然遅く生まれた世代ほど不

利といえる。岩田（2021）では、純受給額

の推計値が紹介されており、1940年生まれ

は3,460万円ある一方で、2010年生まれは

△2,830万円となり、70年遅く生まれると約

6,000万円給付額に差があることとなる
（注7）
。年

金制度自体が日本の世代間格差の温床とな

っているのは疑いようがない。
（注７） 筆者の非常に個人的な見解としては、全世

世帯員の
年齢階級

ジニ係数の改善度

再分配に
よる改善度 社会保障に

よる改善度
税による
改善度

総数 35.0 30.8 6.0
0～4歳
5～9
10～14
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74
75歳以上

16.6
16.5
17.8
17.5
11.5
6.9
10.4
19.7
21.3
20.3
16.1
16.1
29.3
44.4
54.6
53.2

11.9
12.2
8.8
8.2
6.4
4.8
7.1
17.0
14.1
14.2
10.9
10.5
25.5
42.0
51.9
50.5

5.4
4.9
9.9
10.2
5.5
2.2
3.6
3.2
8.4
7.1
5.8
6.3
5.1
4.1
5.6
5.4

資料 　厚生労働省「所得再分配調査 平成29年」

第1表　ジニ係数（等価所得）の改善度
（単位　％）

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2022・8
10 - 376

うかは別の問題といえる。例えば、データ

上の格差の度合いと、国民による格差の認

識はあまり整合的ではないことが国内外で

報告されている（厚生労働省（2012）、OECD

（2021））。また、日本では「所得格差の是正

は政府の責任だ」と考える人の割合も低い

（厚生労働省（2012））。こうしたことから、格

差是正の必要性が共有されにくい土壌があ

るとも考えられる。日本が民主主義国家で

ある以上、国民の認識や世論が選挙を通じ

て格差是正に向けた取組みへ反映される。

そのため、今後格差是正の動きが進むかど

うかは、一人ひとりの認識次第といえる。
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題や年金問題に見られる世代間格差が、相

続や教育を通じて次の世代内格差を増幅す

ることは疑う余地がない
（注8）
。

（注８） こうした状況を背景に、親の良し悪しで人
生が決まるという意味の俗語「親ガチャ」や、
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という表現が、若年層を中心に普及してしまっ
たといえるだろう。

おわりに

本稿では、先進国や日本の格差と、格差

がマクロ経済に及ぼす影響について論じた。

OECD加盟国との比較では、日本は格差が

大きい国であり、是正の動きが盛り上がっ

ても不思議ではない。特に機会の平等を確

保するという観点からは、貧困対策として

低所得層や子育て世代への再分配を強める

のが望ましく、そのための財源として所得

控除の削減と累進課税や相続税の強化が必

要だろう。

一方で、格差是正への支持が集まるかど
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第10図　相対的貧困率の推移

資料 厚生労働省（2020）
（注） 大人とは18歳以上の者、子どもとは17歳以下の者をいい、現

役世帯とは世帯主が18歳以上65歳未満の世帯をいう。94年の
数値は、兵庫県を除いたもの。15年の数値は、熊本県を除いた
もの。18年は新基準。
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